






別紙様式第２号

番　　　号
年　月　日

○○農政局長　殿

（注）１ 　関係書類として、本要領別記２－３の第６の４の規定により提出された事業実施計画を
添付することとする。

２ 　変更協議の場合、関係書類として、本要領別記２－３の第６の４の規定により提出され
た事業実施計画に変更があった場合は、変更の内容が分かる資料を添付することとする。

３ 　変更協議の場合、事業実施計画の添付資料については、変更があったものだけを添付
することとする。

　農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第
2921号農林水産省農村振興局長通知）別記２－３の[第６の６/第６の７]に基づき、関係書類を添え
て協議する。

　年度農山漁村発イノベーション整備事業（産業支援型）の[都道府県計画の協議/都道府県計画の変
更の協議]について

都道府県知事　　　　氏　　名    氏　　　名　　

北海道にあっては北海道農政事務所長

沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長



別紙様式第２号（別表）

１. 事業総括表

うち附帯事務費 うち借入金 交付金

（注）１　「市区町村名」の欄については、都道府県が事業を行う場合には省略すること。

　　　４　「負担区分」の欄には、必要規模の範囲内の金額を記入すること。

交付対象経費
（円）

事業費

　　　３　「成果目標」の欄については、事業実施計画書に掲げる成果目標値を記載すること。
　　　２　「事業内容」の欄については、本要領別記２－３の別表に定める交付対象施設名等を記入するほか、整備する施設の名称、規模及び処理量を記入すること。

都道府県事業実施計画

市町村名 事業実施主体名 事業内容

負担区分（円）

完了予定
年月日

交付金

備考
都道府県費
市町村費

自己資金 全体事業費

（都道府県名：   　　）

継続事業を実施する場合

成果目標



別紙様式第２号（別表）

２．成果目標及び配点等

安定性

① ② ③ ④ ⑤ ⑥ ⑦ ⑧

1 0

2 0

3 0

4 0

5 0

6 0

7 0

8 0

9 0

10 0

11 0

12 0

13 0

14 0

15 0

16 0

17 0

18 0

19 0

20 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0

（注３）「成果目標」の欄については、事業実施計画書に記載した成果目標及び目標値を記載すること。

備考

合計

（注１）「事業実施計画に対する評価の基準による配点」の欄については、本要領別記２ー３の別紙に規定する評価項目ごとのポイントを記入すること。

№ 事業実施主体名 対象となる優先枠
交付対象
経費
（円）

交付金
（円）

事業実施計画に対する評価の基準による配点

ポイント
総計

成果目標

（注２）「対象となる優先枠」の欄については、本要領別記２－３の第７の１の（１）のアの（ア）に該当する取組の場合は「中山間地農業枠」と、本要領別記２－３の第７の１の（１）のアの（イ）に該当する取組の場合は
　　　「特定有人国境離島地域枠」と記入すること。

持続性・継続性確実性



別紙様式第２号（別表）
３．都道府県附帯事務費の内訳表

（都道府県名： ）

金額（円） 内　　　容

報償費 謝金

旅費 普通旅費

日額旅費

委員等旅費

小計

給料等 報酬

給料

職員手当等

小計

共済費

需用費 消耗品費

燃料費

食糧費

印刷製本費

修繕費

小計

役務費 通信運搬費

手数料

小計

備品購入費 庁用器具費

機械器具費

小計

合　　計

※金額の欄は、国費ベースではなく事業費ベースで記入すること。

市町村附帯
事務費

使用料及び
賃借料

区　　　分 内　　　　　訳

委託料



別紙様式第３号 
 

農山漁村発イノベーション整備事業（産業支援型） 
改善計画書 

 
 年  月  日作成  

 

都道府県名 

 

市町村名 

 

事業実施主体名 

 

 

 

 

 

 

 

事業内容 

 

事業実施期間 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１ 成果目標の達成状況 

 

成果目標 

 

目標値Ａ 

 

実績値Ｂ 

 

達成率（％） 

Ｂ／Ａ 

 

備  考 

本事業により整備した施設等

に係る売上高 

（千円） 

 

 

 

 

 

 

 

 

※ 事業実施状況報告書又は評価報告書における直近の達成率を記載する。 
 
２ 効果の発現状況及び目標が達成されなかった要因 

 

 

 

 

※ 要因分析に当たっては、中小企業診断士等による経営指導等に基づき、事業実施による
効果及び目標が達成されなかった要因を適切に分析するとともに、具体的に記載するこ
と。また、環境要因については、社会経済動向、関連する施策の状況、実施地域を含む地
域全体の動向等の考えられる要因を具体的に記載すること。 
 

３ 目標達成に向けた方策 

 

具体的取組方策 

 

 

 



 

 

 

 

 

 

 

※ 具体的取組方策の内容に新商品の変更を含む場合は、別途事業実施計画書の変更申請を
行うものとする。 

 
４ 成果目標達成予定年度までの目標値 

 

成果目標 

 

現状 

（○年度） 

 

○年度 

 

○年度 

 

○年度 

目標達成 

予定年度 

（○年度） 

本事業により整備した施設等に

係る売上高（千円） 

     

※ 目標達成予定年度までの年数等に応じ、適宜表を削除又は追加するものとする。 
 

５ 改善計画に対する第三者の意見 
 
（コメント） 
 
 
 
 

 
※ 第三者とは「当事者以外の者」又は「その事柄に直接関係していない人」であり、６次
産業化や経営改善に係る知見を有し、適切に評価が可能である者。 



別紙様式第４号 

番     号  

年  月  日  

 

 ○○農政局長 殿 

 北海道にあっては北海道農政事務所長 

 沖縄県にあっては内閣府沖縄総合事務局長 

                         都道府県知事 氏   名        

 

農山漁村発イノベーション整備事業（産業支援型）の事業実施状況報告及び評価報告（ 年度） 

 

農山漁村振興交付金（農山漁村発イノベーション対策）実施要領（令和４年４月１日付け３農振第

2921号農林水産省農村振興局長通知）別記２－３の第 12の１の（３）及び２の（３）により、別添の

とおり報告します。 

 

 

（注）実施要領別記２－３の第 12の２に基づき評価報告を行う場合は、「事業実施主体の自己点検

結果」を「事業実施主体の自己評価」とし記載すること。また、「都道府県における事業実施状

況の点検結果」を「都道府県における事業実施状況の評価結果」として記載すること。 
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